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「毎月勤労統計調査地方調査速報」（令和５年１２月分及び令和５年平均） 

について 

 

 

 毎月勤労統計調査地方調査は、労働者の給与、労働時間及び雇用について、和歌山

県の月々の変動を明らかにするために厚生労働省が実施する統計法上の「基幹統計」

で、その令和５年１２月分の結果をまとめたものです。 

 

 調査対象となる事業所は、日本標準産業分類の鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、

製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，小売

業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門･技術サービス業、宿泊

業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業の

うち家事サービス業を除く。）、教育，学習支援業、医療，福祉、複合サービス事業、

サービス業（他に分類されないもの）（ただし、外国公務を除く。）のうち、常時５

人以上の常用労働者を雇用する民営及び公営の事業所の中から、厚生労働省が指定す

る約５４０事業所です。 

 

当調査速報（冊子版）については、印刷ができ次第、配布させていただく予定です。 

なお、来年度から冊子版は作成せず、ＨＰへの掲載に代えさせていただきます。 

 

※和歌山県調査統計課ＨＰ内 毎月勤労統計調査について 

  https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/020300/maikin/index.html 



調 査 結 果 の 概 要 
 

事業所規模５人以上。ただし、文中（ ）内は事業所規模３０人以上 

 

 

１ 賃金の動き 
 
(1) 令和５年１２月の１人平均の現金給与総額（調査産業計）は、４９５，０３９円（５６３，

５６７円）、前年同月指数比１．６％減（４．５％減）であった。 

(2) 現金給与総額（調査産業計）のうち、きまって支給する給与は、２４６，４６６円（２６５，

８６１円）、前年同月指数比０．２％減（０．８％減）、所定内給与は、２２８，９０９円（２

４２，７８２円）、前年同月指数比０．３％増（０．１％減）、超過労働給与は、１７，５５

７円（２３，０７９円）であった。 

(3) 物価上昇分を差し引いた調査産業計の実質賃金指数〈名目賃金指数÷消費者物価指数×100〉

は、現金給与総額は１７１．９（１７２．３）、前年同月比３．６％減（６．４％減）、きま

って支給する給与は１０１．８（９８．９）、前年同月比２．１％減（２．７％減）であっ

た。 

※令和５年１２月の和歌山市の消費者物価指数〈持家の帰属家賃を除く総合〉１０６．５ 

 

 

２ 労働時間、出勤日数の動き 
 
(1) 令和５年１２月の総実労働時間（調査産業計）は、１４０．２時間（１４６．６時間）で前

年同月指数比０．２％減（０．１％減）であった。 

(2) 総実労働時間（調査産業計）の内訳をみると、所定内労働時間は、１２８．３時間（１３１．

７時間）で前年同月指数比０．７％減（１．３％減）であった。所定外労働時間は、１１．

９時間（１４．９時間）で前年同月指数比４．４％増（１１．２％増）であった。 

(3) 製造業の所定外労働時間は、１３．１時間（１５．６時間）で、前年同月指数比１８．１％

減（８．８％減）であった。 

 

 

３ 雇用の動き 
 
(1) 令和５年１２月末日現在の常用労働者数（調査産業計）は、２８１，０２５人（１５３，１

６９人）、前年同月常用雇用指数比１．４％減（２．０％減）であった。 

(2) 令和５年１２月末日現在の製造業の常用労働者数は、４９，４６４人（３３，９４８人）で、

前年同月常用雇用指数比１．９％増（３．８％減）であった。 

(3) 常用労働者中のパートタイム労働者比率（調査産業計）は、３４．９％（３０．３％）で、 

前年同月差２．５ポイント上昇（前年同月差２．７ポイント上昇）であった。 

 

 

４ 令和５年平均 
 
(1)令和５年の１人平均の現金給与総額（調査産業計）は、２９４，３６１円（３２２，１６８円）、

前年比０．６％増（０．９％減）であった。 

(2)令和５年の総実労働時間（調査産業計）は、１３９．８時間（１４６．１時間）で前年比１．２％

増（１．６％増）であった。 

(3)令和５年の常用労働者数（調査産業計）は、２８２，５３３人（１５４，４１１人）、前年比１．

４％減（１．３％減）であった。 



 

 毎 月 勤 労 統 計 調 査 
【令和５年１２月】和歌山県の調査結果速報

～賃金・労働時間・雇用の動き～

和歌山県企画部企画政策局調査統計課
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（前年同月と比較して） ～事業所規模５人以上～

○賃 金:現金給与総額は４９５，０３９円で、１．６％の減少（増加から減少へ）
きまって支給する給与は２４６，４６６円で、０．２％の減少（増加から減少へ）

○労働時間:総実労働時間は１４０．２時間で、０．２％の減少（増加から減少へ）
所定外労働時間は１１．９時間で、４．４％の増加（３４ヵ月連続の増加）

○雇 用:常用労働者数は２８１，０２５人で、１．４％の減少（９ヵ月連続の減少）
パートタイム労働者比率は３４．９％で、２．５％の上昇（６ヵ月連続の上昇）

総実労働時間に対する項目別寄与度の推移【年別・月別】

現金給与総額に対する項目別寄与度の推移【年別・月別】

常用労働者数・パートタイム労働者比率の推移【年別・月別】

％

ポイント



今月の動き
注１）前年同月比（％）は、指数の前年同月比で、実数で計算した場合と必ずしも一致しません。

（△は減少）

（調査産業計）

（製 造 業）

注）

（調査産業計）

（製 造 業）

注） 総実労働時間＝所定内労働時間＋所定外労働時間

（調査産業計）

（製 造 業）

注２）令和５年１月に３０人以上規模の事業所の標本の部分入替えを行ったため、公表値に断層が生じて
　　　います。

16.9 13.3 9.9 10.5パートタイム労働者比率　 （％）
0.84 0.88離職率　　　　　　　　　　　　（％）

1.19

△ 1.1 △ 0.3 △ 1.9 -0.3前年同月差（ポイント）

0.82 0.70入職率　　　　　　　　　　　　（％）
0.73 0.92

0.81

33,948 5,770 千人常用労働者数　　　　　　　 （人）
1.9 0.3 △ 3.8 0.1前年同月比（％）

49,464 7,708 千人

1.02 1.29
30.3 25.1
2.7 0.3

パートタイム労働者比率　 （％）
前年同月差（ポイント）

項　　　目

153,169 29,731 千人
△ 2.0 1.1

1.01 1.30

所定外労働時間         （時間）
前年同月比（％）

出勤日数　　　　　　　　　   （日）
前年同月差（日）

1.03 1.46
入職率　　　　　　　　　　　　（％）
離職率　　　　　　　　　　　　（％）

19.7 19.2

1.05 1.58

34.9 32.8
2.5 0.6

前年同月比（％）

所定内労働時間　　　　 （時間）
前年同月比（％）

所定外労働時間         （時間）
前年同月比（％）

出勤日数　　　　　　　　　   （日）
前年同月差（日）

総実労働時間　　　　　　（時間）
前年同月比（％）

きまって支給する給与     （円）
前年同月比（％）

実質賃金指数（現金給与総額）
前年同月比（％）

所定内給与　　　　　　　    （円）
前年同月比（％）

超過労働給与               （円）
特別に支払われた給与    （円）

実質賃金指数（現金給与総額）
前年同月比（％）

実質賃金指数（きまって支給する給与）
前年同月比（％）

現金給与総額　　　　　　　 （円）
前年同月比（％）

0.2 0.1

現金給与総額　　　　　　　 （円）
前年同月比（％）

きまって支給する給与     （円）
前年同月比（％）

所定内給与　　　　　　　    （円）
前年同月比（％）

超過労働給与               （円）
特別に支払われた給与    （円）

15.6 15.5
△ 8.8 △ 6.0

19.8 19.1

193.1

0.9 △ 0.3
147.5 146.1

2.0 0.4

①現金給与総額＝きまって支給する給与＋特別に支払われた給与
②きまって支給する給与＝所定内給与＋超過労働給与
③実質賃金指数＝名目賃金指数（令和２年賃金平均＝１００）÷消費者物価指数（和歌山市：１０６．５）×１００
【消費者物価指数：持家の帰属家賃を除く総合（令和２年平均＝１００）】

Ｂ　労働時間・出勤日数

163.1 161.6

△ 6.4 △ 1.4
98.9 98.3

△ 2.7 △ 1.2

23,079 25,362
297,706 401,535

172.3 180.7

101.8 96.0
△ 2.1 △ 1.7

△ 0.8 1.7
242,782 285,813

△ 0.1 2.1

248,573 300,426
171.9 166.5
△ 3.6 △ 2.1

228,909 252,508
0.3 1.4

17,557 19,400

495,039 572,334
△ 1.6 0.8

246,466 271,908
△ 0.2 1.2

203.4 183.9
0.6 △ 0.3

△ 3.2 2.1
27,529 29,844

386,488 432,227

2.7
284,782 317,874

△ 3.7 1.5
257,253 288,030 303,258

0.3 2.8

2.5 0.4

34,461 34,995
486,033 512,323

213.6

850,576
4.6 3.4

316,174 338,253
0.0 2.1

13.9
△ 18.1 △ 6.7

802,207

281,713

671,270 750,101
2.6

和歌山県

和歌山県

常用労働者数　　　　　　　 （人）
前年同月比（％）

159.6
△ 1.5 △ 0.3
144.6 145.7

0.3 0.3
13.1

事業所規模３０人以上
和歌山県 全　　国 和歌山県 全　　国

事業所規模５人以上

項　　　目 事業所規模３０人以上
和歌山県 全　　国 和歌山県 全　　国

事業所規模５人以上

全　　国和歌山県
事業所規模３０人以上項　　　目事業所規模５人以上

全　　国

全　　国和歌山県全　　国
総実労働時間　　　　　　（時間）

前年同月比（％） △ 0.1 △ 0.6

項　　　目事業所規模５人以上 事業所規模３０人以上

131.7 131.2

140.2
△ 0.2

136.1

所定内労働時間　　　　 （時間）
△ 0.9

18.2 17.6

△ 0.7 △ 0.5
11.9 10.1

和歌山県
事業所規模３０人以上項　　　目事業所規模５人以上

4.4 △ 3.8

128.3 126.0

146.6 143.3

項　　　目

全　　国和歌山県全　　国

563,567 712,710
△ 4.5 1.5

265,861 311,175

0.0 △ 0.1

△ 1.3 △ 0.3
14.9 12.1
11.2 △ 4.0
18.3 18.0

△ 0.2

157.7

Ａ　賃　金

事業所規模５人以上 事業所規模３０人以上
和歌山県 全　　国和歌山県 全　　国

0.0

Ｃ　雇　用

0.0 0.0

△ 1.4 2.0
281,025 52,909 千人


